
【労働災害関係】

１．主たる業種別労働災害発生状況（１月～１２月）

増減％

2,691人 (14人) 2,370人 (15人) 321人 ( -1 人） 13.5%

485人 (1人) 464人 (5人) 21人 ( -4 人） 4.5%

318人 (5人) 283人 (3人) 35人 ( 2 人） 12.4%

388人 (4人) 317人 (2人) 71人 ( 2 人） 22.4%

33人 (0人) 31人 (2人) 2人 ( -2 人） 6.5%

1,347人 (3人) 1,193人 (2人) 154人 ( 1 人） 12.9%

490人 (3人) 412人 (1人) 78人 ( 2 人） 18.9%

348人 (3人) 299人 (0人) 49人 ( 3 人） 16.4%

256人 (0人) 214人 (0人) 42人 ( 0 人） 19.6%

120人 (1人) 82人 (1人) 38人 ( 0 人） 46.3%

増減％

-62 （ -2 人） -2.5%

※新型コロナウイルス感染症を除く

増減数

令和2年
令和3年と令和2年の比較

増減数

○休業4日以上の死傷者数  （うち死亡者数）

発　生　年 令和2年（1～12月）

全産業

休業４日以上の死傷者数
　（うち死亡者数）

令和3年

製造業

建設業

陸上貨物運送事業

林業

第三次産業

商業

休業4日以上の死傷者数  （うち死亡者数） 2,370人　（15人） 2,432人　（17人）

小売業

社会福祉施設

上記以外の業種の合計

令和元年（1～12月）



増減数 増減率 増減数 増減率 増減数 増減率

全産業合計 2,589 23 100.0% 2,432 17 100.0% 2,370 15 100.0% 2,691 14 100.0% 102 3.9% 259 10.6% 321 13.5%

製造業 502 4 19.4% 465 1 19.1% 464 5 19.3% 485 1 18.0% -17 -3.4% 20 4.3% 21 4.5%

食 料 品 製 造 業 224 8.7% 223 9.2% 194 2 8.1% 213 1 7.9% -11 -4.9% -10 -4.5% 19 9.8%

水 産 食 料 品 製 造 業 67 2.6% 78 3.2% 72 2 3.0% 86 1 3.2% 19 28.4% 8 10.3% 14 19.4%

そ の 他 157 6.1% 145 6.0% 122 5.1% 127 4.7% -30 -19.1% -18 -12.4% 5 4.1%

繊維工業･衣服その他の繊維製品製造業 7 0.3% 5 0.2% 5 0.2% 9 0.3% 2 28.6% 4 80.0% 4 80.0%

木 材 ･ 木 製 品 製 造 業 23 0.9% 22 0.9% 14 0.6% 7 0.3% -16 -69.6% -15 -68.2% -7 -50.0%

家 具 ･ 装 備 品 製 造 業 6 0.2% 5 0.2% 2 0.1% -4 -66.7% -3 -60.0% 2

パ ル プ ･ 紙 ･ 紙 加 工 品 製 造 業 5 0.2% 5 0.2% 5 0.2% 8 0.3% 3 60.0% 3 60.0% 3 60.0%

印 刷 ･ 製 本 業 6 0.2% 4 0.2% 10 0.4% 10 0.4% 4 66.7% 6 150.0%

化 学 工 業 20 0.8% 16 0.7% 28 1.2% 22 0.8% 2 10.0% 6 37.5% -6 -21.4%

窯 業 ･ 土 石 製 品 製 造 業 25 1.0% 21 0.9% 25 1.0% 16 0.6% -9 -36.0% -5 -23.8% -9 -36.0%

鉄 鋼 業 ･ 非 鉄 金 属 製 造 業 11 1 0.4% 12 1 0.5% 13 1 0.5% 12 0.4% 1 9.1% -1 -7.7%

金 属 製 品 製 造 業 57 2.2% 41 1.7% 47 2.0% 45 1.7% -12 -21.1% 4 9.8% -2 -4.3%

一 般 機 械 器 具 製 造 業 17 0.7% 15 0.6% 18 0.7% 21 0.8% 4 23.5% 6 40.0% 3 16.7%

電 気 機 械 器 具 製 造 業 20 0.8% 27 1.1% 19 2 0.8% 38 1.4% 18 90.0% 11 40.7% 19 100.0%

輸 送 用 機 械 等 製 造 業 28 3 1.1% 26 1.1% 27 1.1% 27 1.0% -1 -3.6% 1 3.8%

造 船 業 14 3 0.5% 11 0.5% 15 0.6% 7 0.3% -7 -50.0% -4 -36.4% -8 -53.3%

そ の 他 14 0.5% 15 0.6% 12 0.5% 20 0.7% 6 42.9% 5 33.3% 8 66.7%

電 気 ・ ガ ス ･ 水 道 業 5 0.2% 6 0.2% 7 0.3% 7 0.3% 2 40.0% 1 16.7%

そ の 他 の 製 造 業 48 1.9% 37 1.5% 52 2.2% 48 1.8% 11 29.7% -4 -7.7%

鉱業 10 0.4% 4 0.2% 3 0.1% 7 1 0.3% -3 -30.0% 3 75.0% 4 133.3%

土 石 採 取 業 9 0.3% 4 0.2% 3 0.1% 6 1 0.2% -3 -33.3% 2 50.0% 3 100.0%

そ の 他 1 0.0% 1 0.0% 1 1

建設業 336 7 13.0% 352 7 14.5% 283 3 11.8% 318 5 11.8% -18 -5.4% -34 -9.7% 35 12.4%

土 木 工 事 業 123 2 4.8% 111 4 4.6% 94 1 3.9% 106 3 3.9% -17 -13.8% -5 -4.5% 12 12.8%

建築工事業 156 3 6.0% 191 3 7.9% 156 2 6.5% 157 2 5.8% 1 0.6% -34 -17.8% 1 0.6%

鉄骨･鉄筋コンクリート造家屋建築工事業 43 2 1.7% 48 1 2.0% 46 2 1.9% 50 1 1.9% 7 16.3% 2 4.2% 4 8.7%

木 造 家 屋 建 築 工 事 業 54 2.1% 80 2 3.3% 59 2.5% 67 2.5% 13 24.1% -13 -16.3% 8 13.6%

建 築 設 備 工 事 業 18 1 0.7% 19 0.8% 19 0.8% 18 1 0.7% -1 -5.3% -1 -5.3%

そ の 他 の 建 築 工 事 業 41 1.6% 44 1.8% 32 1.3% 22 0.8% -19 -46.3% -22 -50.0% -10 -31.3%

そ の 他 の 建 設 業 57 2 2.2% 50 2.1% 33 1.4% 55 2.0% -2 -3.5% 5 10.0% 22 66.7%

運輸交通業 377 4 14.6% 386 2 15.9% 337 2 14.0% 428 3 15.9% 51 13.5% 42 10.9% 91 27.0%

鉄 道 ・ 軌 道 ・ 水 運 ・ 航 空 業 5 0.2% 4 0.2% 4 0.2% 8 0.3% 3 60.0% 4 100.0% 4 100.0%

道 路 旅 客 運 送 業 36 1.4% 43 1.8% 28 1.2% 47 1.7% 11 30.6% 4 9.3% 19 67.9%

道 路 貨 物 運 送 業 332 4 12.8% 338 2 13.9% 305 2 12.7% 372 3 13.8% 40 12.0% 34 10.1% 67 22.0%

そ の 他 の 運 輸 交 通 業 4 0.2% 1 0.0% 1 0.0% -3 -75.0% 1

貨物取扱業 29 1 1.1% 21 0.9% 16 0.7% 24 1 0.9% -5 -17.2% 3 14.3% 8 50.0%

陸 上 貨 物 取 扱 業 18 1 0.7% 11 0.5% 12 0.5% 16 1 0.6% -2 -11.1% 5 45.5% 4 33.3%

港 湾 運 送 業 11 0.4% 10 0.4% 4 0.2% 8 0.3% -3 -27.3% -2 -20.0% 4 100.0%

農 業 26 1 1.0% 19 1 0.8% 18 1 0.7% 27 1.0% 1 3.8% 8 42.1% 9 50.0%

林 業 32 1 1.2% 26 1 1.1% 31 2 1.3% 33 1.2% 1 3.1% 7 26.9% 2 6.5%

畜 産 業 ・ 水 産 業 19 0.7% 26 1.1% 25 1.0% 22 0.8% 3 15.8% -4 -15.4% -3 -12.0%

商業 467 2 18.0% 436 17.9% 412 1 17.2% 490 3 18.2% 23 4.9% 54 12.4% 78 18.9%

卸 売 業 ・ 小 売 業 415 2 16.0% 395 16.2% 362 1 15.1% 416 3 15.5% 1 0.2% 21 5.3% 54 14.9%

そ の 他 52 2.0% 41 1.7% 50 2.1% 74 2.7% 22 42.3% 33 80.5% 24 48.0%

金融・広告業 26 1.0% 25 1.0% 24 1.0% 29 1.1% 3 11.5% 4 16.0% 5 20.8%

映画・演劇業 1 0.0% 1 0.0% 3 0.1% 3 2 200.0% 2 200.0%

通信業 50 1.9% 42 1 1.7% 40 1.7% 31 1.2% -19 -38.0% -11 -26.2% -9 -22.5%

教育・研究業 29 1.1% 23 0.9% 30 1.5% 35 1.3% 6 20.7% 12 52.2% 5 16.7%

保健衛生業 261 10.1% 242 10.0% 279 12.7% 328 12.2% 67 25.7% 86 35.5% 49 17.6%

接客娯楽業 168 1 6.5% 161 6.6% 144 6.0% 151 5.6% -17 -10.1% -10 -6.2% 7 4.9%

旅 館 業 43 1 1.7% 28 1.2% 31 1.3% 26 1.0% -17 -39.5% -2 -7.1% -5 -16.1%

ゴ ル フ 場 11 0.4% 11 0.5% 9 0.4% 7 0.3% -4 -36.4% -4 -36.4% -2 -22.2%

そ の 他 114 4.4% 122 5.0% 104 4.3% 118 4.4% 4 3.5% -4 -3.3% 14 13.5%

清掃・と畜業 134 1 5.2% 102 1 4.2% 117 1 4.9% 130 4.8% -4 -3.0% 28 27.5% 13 11.1%

ビ ル メ ン テ ナ ン ス 業 75 2.9% 41 1.7% 66 2.8% 66 2.5% -9 -12.0% 25 61.0%

廃 棄 物 処 理 業 53 1 2.0% 54 1 2.2% 42 1 1.7% 50 1.9% -3 -5.7% -4 -7.4% 8 19.0%

そ の 他 6 0.2% 7 0.3% 9 0.4% 14 0.5% 8 133.3% 7 100.0% 5 55.6%

官公署 2 0.1% 1 0.0% 6 0.2% 4 0.1% 2 100.0% 3 300.0% -2 -33.3%

その他の事業 121 1 4.7% 100 3 4.1% 140 5.9% 146 5.4% 25 20.7% 46 46.0% 6 4.3%

警 備 業 48 1.9% 23 2 0.9% 34 1.4% 44 1.6% -4 -8.3% 21 91.3% 10 29.4%

そ の 他 73 1 2.8% 77 1 3.2% 106 4.4% 102 3.8% 29 39.7% 25 32.5% -4 -3.8%

350 5 5.8% 349 2 14.4% 317 2 13.2% 388 4 14.4% 38 10.9% 39 11.2% 71 22.4%

1,258 5 1,133 5 46.6% 1,193 2 51.1% 1,347 3 50.1% 89 7.1% 214 18.9% 154 12.9%

329 2 4.8% 324 13.3% 299 12.4% 348 3 12.9% 19 5.8% 24 7.4% 49 16.4%

94 92 3.8% 82 3.4% 92 3.4% -2 -2.1% 10 12.2%

203 2.9% 208 8.6% 214 9.6% 256 9.5% 53 26.1% 48 23.1% 42 19.6%
1 死傷者数は労働者死傷病報告（休業４日以上）、死亡者数は死亡災害報告により計上しています。

2 陸上貨物運送事業は、道路貨物運送業と陸上貨物取扱業を合計したものです。

3 第三次産業は、商業、金融・広告業、映画・演劇業、通信業、教育・研究業、保健衛生業、接客娯楽業、清掃・と畜業、官公署、その他の事業の合計です。

1月～12月 1月～12月 1月～12月 1月～12月

対令和2年死傷比較対30年死傷比較 対元年死傷比較
死亡

死傷
構成比

死傷

２．業種別年別労働災害発生状況(新型コロナウイルス感染症を除く)

平成30年 令和元年（平成31年） 令和3年令和2年

社会福祉施設

死傷
構成比

陸上貨物運送業

第三次産業

飲食店

小売業

死亡
死傷

構成比
死傷 死傷 死亡死亡

死傷
構成比

死傷



３．労働基準監督署別労働災害発生状況（1月～12月）

増減数 増減％

2,691人 （ 14 人） 2,370人 （ 15 人） 321人 13.5%

仙台署 1,596人 （ 8 人） 1,412人 （ 7 人） 184人 13.0%

石巻署 427人 （ 3 人） 362人 （ 3 人） 65人 18.0%

古川署 306人 （ 1 人） 280人 （ 0 人） 26人 9.3%

大河原署 182人 （ 1 人） 168人 （ 3 人） 14人 8.3%

瀬峰署 180人 （ 1 人） 148人 （ 2 人） 32人 21.6%

増減％

-2.5%

※新型コロナウイルス感染症を除く

○監督署別（１月～１２月）

発　生　年 令和２年 令和元年

休業4日以上の死傷者数  （うち死亡者数） 2,370人　（15人） 2,432人　（17人）

令和３年 令和２年
令和３年と令和２年との比較

休業４日以上の死傷者数
　（うち死亡者数）

○　年別の労働災害発生状況（1月～12月）



死傷 死亡 死傷 死亡 死傷 死亡 死傷 死亡 死傷 死亡 死傷 死亡 死傷 死亡 死傷 死亡 死傷 死亡 死傷 死亡

全産業合計 1,596 8 1,412 7 184 427 3 362 3 65 306 1 280 26 182 1 168 3 14 180 1 148 2 32

製造業 197 210 2 -13 124 1 100 2 24 74 70 4 45 58 1 -13 45 26 19

食 料 品 製 造 業 90 95 -5 79 1 52 2 27 17 22 -5 16 15 1 11 10 1

水 産 食 料 品 製 造 業 15 22 -7 68 1 46 2 22 1 2 -1 1 1 1 1

そ の 他 75 73 2 11 6 5 16 20 -4 15 14 1 10 9 1

繊維工業･衣服その他の繊維製品製造業 1 1 2 2 2 -2 1 1 5 3 2

木 材 ･ 木 製 品 製 造 業 2 2 3 7 -4 2 -2 1 2 -1 1 3 -2

家 具 ･ 装 備 品 製 造 業 1 1 1 1
パルプ･紙･紙加工品製造

業
4 3 1 2 1 1 1 1 1 -1 1 1

印 刷 ･ 製 本 業 8 8 1 -1 2 2 1 -1

化 学 工 業 12 9 3 2 3 -1 4 2 2 3 11 -8 1 3 -2

窯 業 ･ 土 石 製 品 製 造 業 4 16 -12 2 3 -1 6 4 2 3 2 1 1 1

鉄鋼業･非鉄金属製造業 3 6 -3 1 -1 1 2 -1 4 4 1 4 4

金 属 製 品 製 造 業 22 18 4 4 5 -1 16 9 7 2 12 -10 1 3 -2

一 般 機 械 器 具 製 造 業 5 7 -2 5 4 1 6 4 2 1 -1 5 2 3

電 気 機 械 器 具 製 造 業 10 7 2 3 6 3 3 12 7 5 3 2 1 7 7

輸 送 用 機 械 等 製 造 業 5 5 7 14 -7 5 6 -1 5 1 4 5 1 4

造 船 業 1 -1 7 14 -7

そ の 他 5 4 1 5 6 -1 5 1 4 5 1 4

電 気 ・ ガ ス ･ 水 道 業 5 6 -1 1 1 1 1 1 -1

そ の 他 の 製 造 業 26 30 -4 10 6 4 5 10 -5 5 6 -1 2 2

鉱業 2 2 1 1 1 1 1 1 1 2 1 1

土 石 採 取 業 2 2 1 1 1 1 1 2 1 1

そ の 他 1 1

建設業 148 4 113 3 35 75 76 -1 32 50 -18 33 22 11 30 1 22 8

土 木 工 事 業 41 2 31 1 10 36 38 -2 12 14 -2 9 5 4 8 1 6 2

建築工事業 83 2 73 2 10 30 30 11 27 -16 15 12 3 18 14 4

鉄骨･鉄筋コンクリート造家屋建築工事業 30 1 22 2 8 7 10 -3 6 9 -3 1 3 -2 6 2 4

木 造 家 屋 建 築 工 事 業 33 18 15 13 14 -1 4 11 -7 9 6 3 8 10 -2

建 築 設 備 工 事 業 11 1 13 -2 4 3 1 1 3 -2 2 2

そ の 他 の 建 築 工 事 業 9 20 -11 6 3 3 4 -4 5 3 2 2 2

そ の 他 の 建 設 業 24 9 15 9 8 1 9 9 9 5 4 4 2 2

運輸交通業 309 1 242 1 67 33 2 31 1 2 50 36 14 14 10 4 22 18 4

鉄道・軌道・水運・航空業 7 4 3 1 1

道 路 旅 客 運 送 業 40 21 19 5 5 1 1 1 1

道 路 貨 物 運 送 業 262 1 217 1 45 28 2 26 1 2 48 35 13 13 10 3 21 17 4

そ の 他 の 運 輸 交 通 業 1 1

貨物取扱業 20 1 11 9 2 2 2 3 -1

陸 上 貨 物 取 扱 業 14 1 8 6 1 -1 2 3 -1

港 湾 運 送 業 6 3 3 2 1 1

農 業 6 3 3 7 3 4 3 7 -4 5 2 1 3 6 3 3

林 業 2 4 -2 8 6 2 6 4 2 8 9 1 -1 9 8 1 1

畜 産 業 ・ 水 産 業 1 -1 14 15 -1 3 5 -2 3 3 2 4 -2

商業 341 2 284 1 57 67 43 24 42 33 9 21 1 26 -5 19 26 -7

卸 売 業 ・ 小 売 業 279 2 249 1 30 61 40 21 41 29 12 17 1 19 -2 18 25 -7

そ の 他 62 35 27 6 3 3 1 4 -3 4 7 -3 1 1

金融・広告業 21 18 3 6 2 4 1 3 -2 1 1 1 -1

映画・演劇業 3 1 2

通信業 21 26 -5 3 6 -3 2 2 3 2 1 2 4 -2

教育・研究業 26 22 4 1 -1 5 3 2 2 3 -1 2 1 1

保健衛生業 206 168 38 34 38 -4 42 37 5 20 15 5 26 21 5

接客娯楽業 98 106 -8 19 14 5 21 14 7 10 7 3 3 3

旅 館 業 20 20 3 3 3 6 -3 2 -2

ゴ ル フ 場 6 5 1 1 -1 1 2 -1 1 -1

そ の 他 72 81 -9 16 10 6 17 6 11 10 4 6 3 3

清掃・と畜業 96 87 9 12 11 1 9 9 7 6 1 6 4 1 2

ビ ル メ ン テ ナ ン ス 業 54 58 -4 5 5 2 1 1 3 1 2 2 1 1

廃 棄 物 処 理 業 32 23 9 7 5 2 6 6 2 5 -3 3 3 1

そ の 他 10 6 4 1 -1 1 2 -1 2 2 1 1

官公署 1 2 -1 1 3 -2 2 1 1

その他の事業 99 114 -15 21 10 11 13 5 8 7 5 2 6 6

警 備 業 35 26 9 6 4 2 2 1 1 1 1 2 -2

そ の 他 64 88 -24 15 6 9 11 4 7 6 4 2 6 4 2

276 2 225 1 51 28 2 27 1 1 48 35 13 15 13 2 21 17 4

912 2 828 1 84 163 128 35 137 107 30 71 1 64 7 64 66 1 -2

236 2 201 35 51 38 13 31 25 6 14 1 16 -2 16 19 -3

58 68 -10 10 9 1 14 2 12 9 2 7 1 1

158 118 40 27 34 -7 31 28 3 15 14 1 25 20 5

1 死傷者数は労働者死傷病報告（休業４日以上）、死亡者数は死亡災害報告により計上しています。
2 陸上貨物運送事業は、道路貨物運送業と陸上貨物取扱業を合計したものです。
3 第三次産業は、商業、金融・広告業、映画・演劇業、通信業、教育・研究業、保健衛生業、接客娯楽業、清掃・と畜業、官公署、その他の事業の合計です。

陸上貨物運送業

第三次産業

小売業

飲食店

社会福祉施設

増減数
令和3年 令和2年

増減数
令和3年 令和2年

増減数
令和2年令和3年

４．労働基準監督署別・業種別　労働災害発生状況（1月～12月）(新型コロナウイルス感染症を除く)

仙 台 署 石 巻 署 古 川 署 大 河 原 署 瀬 峰 署

令和3年 令和2年
増減数

令和3年 令和2年
増減数



５．死亡災害概要（新型コロナウイルス感染症を除く）

業種 労働者数 事故の型

燃料小売業
（8.2.4）

1～9人
はさまれ・
巻き込まれ

1月 13時台 動力運搬機械

港湾海岸
工事業

（3.1.11）
10～49人

はさまれ・
巻き込まれ

3月 8時台 その他の乗物

鉄骨・鉄筋
コンクリート造
家屋建築工事業
（3.2.1）

10～49人 墜落・転落

5月 15時台 通路

道路貨物
運送業
（4.3.2）

10～49人 倒壊・崩壊

5月 7時台 荷姿の物

土木工事業
（3.1.99）

10～49人 激突され

5月 16時台 掘削用機械

水産食料品
製造業
（1.1.2）

10～49人
有害物等
との接触

7月 12時台 有害物

道路貨物
運送業
（4.3.1）

1～9人 交通事故

8月 11時台 トラック

新聞販売業
（8.2.5）

10～49人 交通事故

9月 3時台 バイク

その他の
小売業
（8.2.9）

10～49人 交通事故

9月 17時台 乗用車

道路貨物
運送業
（4.3.1）

10～49人 その他

10月 11時台
その他の
環境等

9
ファストフードデリバリー業務のため、社用車（軽貨物車両）を運転して
客先に商品配達後、店舗に戻る途中、片側１車線の直線道路を走行中に普
通乗用車と正面衝突したもの。

7
砂利の運搬を行うため、ダンプトラックを運転して県道を走行していたと
ころ、ガードレールに衝突し、約２メートルの道路脇に転落した。

8 新聞配達のため、原付自転車で県道を走行中に転倒した。

4
　コンテナトレーラからフォークリフトで荷下ろし作業を行っていたとこ
ろ、荷が崩れ、荷とコンテナの壁の間に挟まれたもの。

5

　工事現場において、掘削中に出てきた埋設管を取り除くため、同僚が操
作するドラグショベルに近づいたときに、ドラグショベルが旋回し、バ
ケット部分に激突されるとともに、近くに停車していたダンプカーとの間
に挟まれた。

6
　事業場敷地内にある工場廃水の残渣を分離する機械がある小屋へ残渣を
確認しに行った時に、小屋内に充満していた硫化水素を吸入したもの。

1

　工事現場において、ドラグショベルの給油作業を行うため、タンクロー
リー車をドラグショベルの正面に停車し、タンクローリー車とドラグショ
ベルの間に進入したところ、停車させたタンクローリー車が動き出し、ド
ラグショベルとの間にはさまれた。

2

　工事現場において、岸壁に台船を接岸しようとしたところ、岸壁の防舷
材（緩衝材）と台船の防舷材がはさまり動けなくなったため、岸壁側から
台船を押した時に足を滑らせ海へ転落し、動いた台船の防舷材と岸壁の防
舷材の間にはさまれた。

3
　工事現場において、型枠組立て作業中、角材を２列に並べた作業通路か
ら約１．２ｍ下の地面に墜落した際に、パイプサポートに胸を強打した。

番
号

災害の内容
発 生 月 時 間 帯 起因物

集荷のため、荷積場所付近で時間調整のためトラック内で待機していた
際、蜂に刺され、意識を失っているところを発見された。

10



業種 労働者数 事故の型
番
号

災害の内容
発 生 月 時 間 帯 起因物

建築設備
工事業
（3.2.3）

1～9人 倒壊・崩壊

11月 15時台
人力

クレーン等

陸上貨物
取扱業
（5.1.1）

10～49人 倒壊・崩壊

11月 14時台
フォーク
リフト

橋梁建設
工事業
（3.1.5）

100～299
人

墜落・転落

12月 13時台
作業床
・歩み板

採石業
（2.2.1）

1～9人
はさまれ・
巻き込まれ

12月 15時台
整地・運搬・
積込み用機械

工事現場において、ローリングタワー２台の間に単管等を架け渡し、中央
にチェーンブロックを取り付けた設備により重量約1ｔの熱交換器の搬出
作業を行っていたところ、バランスを崩して転倒し、付近で待機していた
作業者が熱交換器の下敷きとなったもの。

倉庫整理のため、フォークリフトで段ボールに梱包された冷凍庫をパレッ
ト１段当たり８台３段重ね（高さ約７ｍ）にして移動をしていたところ、
荷崩れを起こし、運転席の外に出た運転手の頭部に激突したもの。

工事現場において、移動式クレーンの玉掛けの業務に従事していた被災者
が、高さ約２ｍの通路から基礎コンクリート上に墜落、もしくは掘削法面
を転落したもの。

ブルドーザーを運転して除雪作業を行っていたところ、前方に投げ出され
て轢かれたもの。
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